
米沢市 

  

 

 本市の中小企業は市内企業の大多数を

占め（4,760 事業所、99.8%：中小企業白書2014

年版付属統計資料、平成24年経済センサス活

動調査より）、地域の経済と市民の雇用を支

え、本市の発展と市民生活の向上をもたら

してきました。 

 しかし、本市をとりまく経済的、社会的環

境は日々変化しており、地域社会におい

て重要な役割を果たしている中小企業の

健全な経営に大きな影響を及ぼしていま

す。 

 こうした変化に対応し、中小企業が成長

発展しながら、これからも本市の発展をけ

ん引する重要な役割を果たしていくため、

中小企業者自らの努力はもちろん、地域

社会を構成する市民や行政等の様々な主

体の役割を明確にし、中小企業を支援して

いくことが必要であり、理念条例として本

条例を制定しました。 

米沢市は中小企業を応援します！ 
 

概  要 

 

 

平成２７年４月１日施行 

  

米沢市中小企業振興条例 
 

（前文） 
 本市の企業の大多数を占める中小企業は、地域の経済と雇用を支えるとともに、地域に根ざし
た活動を通じてまちづくりに貢献し、地域社会の担い手として重要な役割を果たしています。 

 しかしながら、中小企業を取り巻く経済的、社会的な環境は変化が激しく、中小企業がこのような
変化に対応し、成長発展しながら、これからも本市の発展をけん引する重要な役割を果たしていく
ためには、「なせば成る」の精神のもと、中小企業の自主的な努力に加え、市、市民、教育機関、
官公庁及び金融機関は、連携し、中小企業の多様で活力ある成長発展が図られるよう支援してい
くことが必要です。 

 そこで、中小企業の振興についての基本的な理念を明確にし、併せて中小企業の振興に関する
施策について必要な事項を定めるため、ここにこの条例を制定します。 

（趣旨） 
第１条 この条例は、本市が中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号。以下「基本
法」という。）第６条の規定に基づき中小企業の振興に関する施策（以下「振興施
策」という。）を策定し、及び実施するに当たって、本市の中小企業の振興に関す
る基本理念を定め、中小企業者、中小企業団体等、市民及び本市の役割を明確
にし、振興施策の推進について必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると
ころによる。 
⑴ 中小企業者 基本法第２条第１項各号に規定するものであって、市内に事
務所又は事業所を有するものをいう。 

⑵ 小規模企業者 基本法第２条第５項に規定する事業者であって、市内に事
務所又は事業所を有するものをいう。 

⑶ 中小企業団体 米沢商工会議所、中小企業団体の組織に関する法律（昭
和３２年法律第１８５号）第３条第１項に規定する中小企業団体、商店街その
他中小企業に関係する団体であって、市内に事務所又は事業所を有するも
のをいう。 

 （基本理念） 
第３条 中小企業の振興に当たっての基本理念は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 中小企業者（小規模企業者を含む。以下同じ。）の自主的な努力を助長する
こと。 

⑵ 中小企業者の多様で活力ある成長発展を図ること。 
⑶ 地域の経済循環を促進すること。 

 （市の役割） 
第４条 本市は基本理念にのっとり、次に掲げる基本方針に基づき、振興施策を総
合的かつ計画的に推進するものとする。 
⑴ 中小企業者の経営の革新及び創業を促進すること。 
⑵ 中小企業者の経営基盤を強化すること。 
⑶ 中小企業者の経済的社会的環境の変化への適応を円滑にすること。 
⑷ 経営資源の確保が困難であることが多い小規模企業者に配慮し、小規模
企業者の事業環境の整備を促進すること。 

２ 本市は、振興施策の推進に当たっては、必要な財政措置を講ずるよう努めるも
のとする。 

３ 本市は、振興施策の推進に当たっては、中小企業者の実態を明らかにするため
に必要な調査を行うとともに、中小企業者及び中小企業団体の意見を聴くものと
する。 

４ 本市は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算の適正な執行
に留意しつつ、中小企業者が提供する製品等の利用を推進するよう努めるものと
する。 

５ 本市は、振興施策の実施状況を公表するものとする。 
 （中小企業者の役割） 
第５条 中小企業者は、地域社会の担い手として、より豊かな地域社会の実現に貢
献するものとする。 

 （中小企業団体等の役割） 
第６条 中小企業団体は、中小企業者とともに、第３条に規定する基本理念の実現
に貢献するものとする。 

２ 金融機関（銀行、信用金庫、信用組合及び日本政策金融公庫のうち、市内に事
業所を有するものをいう。）、教育機関（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１
条に規定する学校のうち、市内に存するものをいう。）その他中小企業者以外の
ものであって、その事業に関し中小企業と関係があるものは、振興施策の推進に
協力するものとする。 

 （市民の役割） 
第７条 市民は、中小企業の振興への協力に当たっては、中小企業者が提供する
製品等の利用を推進するよう努めるものとする。 

 （委任） 
第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

平成２７年４月 

米沢市産業部商工課商業振興担当 
ＴＥＬ：０２３８－２２－５１１１ 
ＦＡＸ：０２３８－２４－４５４１ 
ＵＲＬ：http://www.city.yonezawa.yamagata.jp/ 
Ｅ-ｍａｉｌ：syouko-ka@city.yonezawa.yamagata.jp 
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「米沢市中小企業振興条例」を制定しました！ 

条例の構成は？ 

 

第１条 趣旨 

第３条 基本理念 

第４条 市の役割 

第５条 中小企業者の役割 

第６条 中小企業団体等の役割 

第７条 市民の役割 

第２条 定義 

条例の目的は？ 

市や中小企業などの関係機関の役割は？ 

条例のフォローアップはどのようにするの？ 

 

 

 

 本市の中小企業は、ものづくりや商品・サービスの提

供などを通じ、地域の活性化や雇用の確保に大きく貢

献し、経済の発展に重要な役割を果たしています。 

 この条例では、米沢市の中小企業をはじめ、金融機

関、商工団体、市民、市が一体となって、中小企業の

振興に理解をいただき、施策を推進するために制定し

ました。 

 本市は基本理念にのっとり、次に掲げる４つの基本方針に基づき、振興
施策を総合的かつ計画的に推進します。 

 

（1）中小企業者の経営の革新及び創業を促進すること。 

（2）中小企業者の経営基盤を強化すること。 

（3）中小企業者の経済的社会的環境の変化への適応を円滑にすること。 

（4）経営資源の確保が困難であることが多い小規模企業者に配慮し、小規
模企業者の事業環境の整備を促進すること。 

 

★市は（第４条） 
 中小企業の振興のため、必要な財政措置や中小企業者の実態調査を行
うとともに中小企業者や中小企業団体の意見を聴きます。また、中小企業
者が提供する製品等の利用を推進するよう努め、振興施策の実施状況を
公表します。 

★中小企業者は（第５条） 
 地域社会の担い手として、より豊かな地域社会の実現に貢献します。 

★中小企業団体等は（第６条） 
 中小企業者とともに、本条例の基本理念の実現に貢献します。また、市
内の金融機関や教育機関、その他中小企業者以外のもので、その事業に
関し中小企業と関係があるものは、振興施策の推進に協力します。 

★市民は（第７条） 
 中小企業の振興のため、中小企業が提供する製品等の利用を推進する
よう努めます。 

  

 制定した本条例を基に、平成２７年度に米沢市中小企業振興ア

クションプラン（仮称）を策定し、基本理念にのっとり、中小企業の

振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進していきます。 

条例の基本理念は？ 

 次の３つを柱に、中小企業の振興を推進します。（第３条） 
 

 （1） 中小企業者の自主的な努力を助長すること。 

 （2） 中小企業者の多様で活力ある成長発展を図ること。 

 （3） 地域の経済循環を促進すること。 


